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活動的通勤への切替えが 

労働者の体重増加を抑制する可能性 

―通勤手段の変化が労働者の体重変化に与える影響を調査― 
【概要】 
 通勤手段の変化が労働者の 1年間の体重変化に与える影響を調査しました。 
 全体として、体重は増加傾向(+0.40 kg/年)でした。 
 しかし、通勤手段を車から徒歩や公共交通へ切替えた者など、より活動的な通勤へ切替

えた者の体重増加は抑制されていました（例：車またはバイク→徒歩の場合、-0.16kg/
年)。 

 本研究結果は、労働者の健康管理を行う上で、通勤手段や通勤手段の変化が注目すべき
情報であることを示唆しています。 

東京医科大学公衆衛生学分野の福西厚子・町田征己らは、一般企業との共同研究において、
通勤手段の変化が労働者の体重変化に与える影響を明らかにするために調査を実施しまし
た。その研究成果が 2024 年 5月 24 日に国際医学雑誌 Journal of Occupational Healthで発
表されました。 
 
【研究内容の要約】 
【背景・目的】 
 身体活動は、総死亡率や心血管疾患による死亡率の低下、２型糖尿病の発症予防、メンタ
ルヘルスの向上などに寄与すると言われています 1。近年、徒歩、自転車、公共交通機関に
よる通勤（活動的通勤）が労働者の日常的な身体活動量を増加させる手段として注目されて
います 2。先行研究では、活動的通勤が心血管疾患の発症率や 2型糖尿病の罹患率を下げる
と報告されていますが 3,4、通勤手段の変化に注目した研究は限られています。さらに、これ
までの研究は自記式アンケート調査などから得られた自己申告データを利用して通勤手段
を評価していました。そこで、本研究は定期健康診断の結果と人事情報を用いて、通勤手段
の変化が体重変化に与える影響を調査しました。 
【方法】 
 本研究は、企業から提供を受けた 2018 年、2019 年の定期健康診断の結果と人事情報を
利用した縦断研究です。調査対象者は 2018年の健康診断を受診した者としました。参加者
の通勤手段は人事情報に含まれていた通勤手段データをもとに評価され、1)徒歩、2)公共交
通機関(バス・電車)、3)車またはバイクの 3 つに分類されました。体重変化は 2018 年の体
重と 2019 年の体重の差としました。参加者は 2018 年と 2019 年の通勤手段の変化をもと
に、9つのグループ(3×3)に分けられました。（図 1）さらに、徒歩、公共交通機関、車の順
により活動的な交通手段であるという先行研究の報告をふまえ 5、車またはバイク→徒歩、
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車またはバイク→公共交通機関、公共交通機関→徒歩へ切替えたグループをより活動的な
通勤へ変化した群、反対の方向へ切替えたグループをより不活動な通勤へ変化した群、通勤
手段を維持したグループを変化なし群と考えました。(図 1) 

 

図 1. 2018年と 2019年の通勤手段の変化をもとにした参加者のグループ分け 

9 つのグループごとに体重変化の平均を算出し、共分散分析を用いて共変量で調整した平均
体重変化も算出しました。 
【結果】 
解析対象者 6551 名のうち、男性は 5684名(86.8 %)で、平均年齢は 42.8±10.6 歳でした。

全体として、体重は増加傾向(+0.40 kg/年)でした。しかし、より活動的な通勤へ切替えた
群の体重増加は抑制されており、調整後は若干の減少傾向を示しました (調整前：-0.13～
+0.10kg/年、調整後：-0.16～-0.03 kg/年)。(図 2) 

 

図 2. 9つのグループごとの平均体重変化と調整後体重変化 
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【結論】 
本研究は、より活動的な通勤への変化が労働者の体重増加を抑制することを明らかにし

ました。労働者の健康管理を行う上で、通勤手段や通勤手段の変化は注目すべき重要な情報
であると考えられます。 
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